
　引上げ分の地方消費税については、消費税法第1条第2項に規定する経費その他社会保障

施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生）に要する経費へ充てるものとされています。

　令和３年度平川市一般会計決算における社会保障施策経費への充当状況は以下のとお

りです。

【歳入】 地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】 【単位：千円】

社会福祉分野

社会保険分野

保健衛生分野

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当

6,340,479 3,202,008 47,154 411,286 2,680,031

その他 37,735 973 0 4,891 31,871

医療費助成事業 89,739 44,659 425 5,941 38,714

健康増進対策事業 74,719 0 0 9,941 64,778

76,671

医療提供体制確保事業 22,757 0 0 3,028 19,729

315,160 47,405 425 35,567 231,763

疾病予防対策事業 90,210 1,773 0 11,766

その他 102,765 0 0 13,672 89,093

介護保険事業 746,538 45,836 0 93,226 607,476

167,267

後期高齢者医療事業 493,528 0 0 65,662 427,866

1,702,573 212,642 0 198,229 1,291,702

国民健康保険事業 359,742 166,806 0 25,669

その他 222,449 11,053 600 28,045 182,751

生活保護事業 593,773 479,231 0 15,239 99,303

母子父子福祉事業 618,773 445,393 0 23,067 150,313

児童福祉事業 1,822,062 1,246,973 42,700 70,833 461,556

高齢者福祉事業 27,140 6,964 3,429 2,228 14,519

障害者福祉事業 1,038,549 752,347 0 38,078 248,124

その他
（社会保障財源化分）

4,322,746 2,941,961 46,729 177,490 1,156,566

引上げ分の地方消費税交付金の活用について

411,286千円

事業名
対象経費
（決算額）

財源内訳

特定財源 一般財源

国県支出金
地方債
その他

地方消費税交付金


